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摂南大学経済学部活動記録（2010年 11月～ 2011年 12月） 
   
① 2010年度第 2回地域経済研究会・観光経済研究会合同研究会 
 2011 年 3 月 7 日に 2010 年度第 2 回地域経済研究会・観光経済研究会合同研究会を 1
号館 7階会議室にて開催した。今回は特に「観光行政の現況について」と題し、実際に関
西における観光行政を担当されている国土交通省近畿運輸局企画観光部の片山安夫次長を
招いてご講演いただき、日本および関西の観光における現状と課題を共有した。 
 
第 2回合同研究会 報告者 片山安夫 （報告要旨作成者 持永政人） 
 少子高齢化に直面する我国においては特に地方における急速な人口減少と、それに伴う
地域経済の縮小、地域格差の拡大が懸念される。そのような背景のなかで、観光振興は地
域の歴史的・文化的価値を見直し、魅力を再認識するプロセスでもあると同時に、交流人
口の拡大と関連需要の創出による地域経済の活性化への切り札とも期待される。 
 政府も新成長戦略（2010年 6月 18日閣議決定）の 7つの戦略分野の一つに「観光立国・
地域活性化戦略」を掲げ、具体的には(1)訪日外国人を 2020年初めまでに 2,500万人に、
そして将来的には 3,000万人を目指す。(2)新しい観光アイテムの創造、及び創意工夫を生
かした観光地づくりのための規制緩和・人材育成の推進。(3)休暇取得の分散化等の推進（成
長戦略会議観光分野報告：国土交通省）に取り組むとしている。 
 関西においては、「京都」「奈良」といった世界的に著名な観光地のみならず、多様な
観光資源に恵まれており、その中でも特に「琵琶湖・近江」「京都府丹後」「兵庫県淡路」
「熊野」を観光圏整備実施計画認定地域に指定し、宿泊魅力の向上、観光コンテンツ充実、
観光情報の提供、交通利便の向上等を各地域で期限を切って推進している。また観光者の
立場から様々なアドバイスを行う近畿観光まちづくりコンサルティング事業も推進してい
る。 
 こういった政策的な取り組みにも関わらず、平成 21 年は関西エリアへの日本人旅行者
が減少し、さらに訪日外国人旅行者も計画の 1,000 万人に至らず 861 万人にとどまった。
それぞれの要因としては、インフルエンザ、尖閣諸島問題、円高の進行等すなわち観光政
策では不可抗力である感染症、外交、為替といった現象が挙げられる。それは観光振興施
策が国家安全保障の上に成り立ち、またそういった不可抗力に対していかに脆弱かという
課題を改めて指摘している。 
 
② 摂南大学寝屋川キャンパス新 1号館竣工記念国際シンポジウム 
 5月 28日に摂南大学寝屋川キャンパスにおいて、新 1号館竣工を記念し、経済学部と理
工学部生命科学科・同住環境デザイン学科による国際シンポジウムが開催された。シンポ
ジウムの模様に関しては本号掲載の「摂南大学寝屋川キャンパス新 1号館竣工記念国際シ
ンポジウム記録」を参照。 
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③ 2011年度第 1回地域経済研究会 
 10月 25日に 1号館 7階経済学部会議室にて 2011年度第 1回地域経済研究会を開催し
た。研究会では「岩手県陸前高田市災害ボランティア参加報告」と題し、東日本大震災で
大きな被害を受けた岩手県陸前高田市に 8月にボランティア活動に行かれた田井義人准教
授に報告していただき、被災地の現状についての情報共有と復興に向けた課題についての
意見交換を行った。 
 
第１回地域経済研究会 報告者 田井義人 
 2011 年 8 月 23 日（火）～27 日（土）の 5 日間、広島県社会福祉協議会主催の岩手県
陸前高田市での災害ボランティアに参加した。契機は、今年、学長より摂南大学の東北へ
の学生ボランティア派遣対策委員に任命されたことによる。未曽有の災害状況の後、我々
は何が今後できるのか、学生だけでなく個人としても関心があり、参加した。ボランティ
アの主催は各都道府県・市町村の社会福祉協議会が実施する事業であり、組織として支援
ボランティアを計画した広島県の社会福祉協議会の事業に参加させていただいたものであ
る。 
[ボランティア参加内容 ]  
 瓦礫撤去作業、ボランティアセンター支援及び仮設住宅での高齢者等とのコミュニティ
支援。 
[現状の課題 ]  
（１） 都市としてほとんど機能していない。当時、スコップとショベルで瓦礫撤去や遺留
物の発掘を実施したが、復旧を急ぐのであれば、この手法での復旧作業は限界である。市
民、県民の「心の整理」がついた状況で大規模な区画整理等の都市計画事業を実施する必
要がある。 
（２） 地域経済が機能していない。住居や公共施設が機能していないため、現状の仮設住
宅での新たなコミュニティ形成が急務である。押しつけでなく、この新たに形成されるコ
ミュニティに沿ったボランティア支援が今後必要になる。  
（３） 保健福祉医療について。仮設住宅の高齢者は、「独歩できる」健常者。そのため医
療は現存する近隣病院への巡回バスで対応可能。福祉サービスは、デイサービスで対応可
能。 
（４） 復旧の主体となるべき市役所が壊滅。民間事業者と行政の協働による復興が期待さ
れる。仮設住宅で、渡邊美樹＠ワタミ会長の商店活性化への企画宣伝に遭遇した。彼は、
陸前高田市の参与に就任している。 
[今後の復旧対策 ]  
（１） 生活必需品を供給できる拠点の整備。①コンビニの整備②現存する漁業等の事業
再開、商店街店主による流通拠点の再開・復興。 
（２） 施設や設備関係の生産拠点の設置 ①地元で必要な財（自動車や住宅設備等）の
供給拠点（工場等）の誘致。地元での生産インフラの整備。 
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（３） 現存する産業の自立営業支援商店組合、理容組合、農業協同組合等の活動支援. 
（４） 仮設住宅でのコミュニティ支援、メンタルサポートボランティア、学生支援、医
療・福祉関係専門職のサポート。 
夏季での参加であり、熱、ハエと腐敗臭、ハチ刺されや瓦礫の釘対策を実施しての過酷な
ボランティア作業であったが、地域の住民の思いを仮設住宅での高齢者との話し合いの中
でお聞きすると一刻も早い復旧対策が必要と感じた。 
 
④ 2011年度第 2回地域経済研究会 
 12月2日に1号館7階経済学部会議室にて2011年度第2回地域経済研究会を開催した。
今回の研究会では、来日されたスウェーデンのイエブレ大学(University of Gävle)の Lars 
Steiner 氏にスウェーデンの中小企業と中小企業政策についてご講演いただき、他学部か
らの参加教員も含めてスウェーデンと日本との経済の相違点・共通点などについて議論を
行った。 
 
第 2回地域経済研究会 報告者 Lars Steiner （報告要旨作成者 岸田未来） 
・スウェーデンの大企業と小企業 
 スウェーデンには約 93万社の企業が存在しており、そのうち 68万社が売上高 50万ク
ローナ（7万 4千ドル）以下の小企業である。その多くは社員が自分だけで、パートタイ
ムの仕事を持ちながら会社を営む「ハイブリッド起業家」である。スウェーデンでは大企
業の海外移転や合理化のために雇用機会が減少しており、政府が企業設立を支援する政策
を採用していることも、これらの起業を促進している。大企業に雇用される場合と比べ、
小企業を営む場合は労働条件も厳しくなるが、それでも毎年約 10 万社の新企業が設立さ
れている。その多くはサービス部門に存在している。起業には、高い失業率（特に若者層
では 25％）、大企業のアウトソーシング化の進展、自らの夢の実現などが動機となってい
る。 
・スウェーデンの産業クラスター 
 スウェーデンにはおよそ 100の産業クラスターが存在している。歴史的に、自然に形成
されてきたクラスターもあれば、人工的に作られたクラスターもある。そのうち代表的な
二つのクラスターを紹介する。一つはスモーランドにあるグノーショー（Gnosjö）で、こ
こでは 18 世紀から、鉄鋼業を起源として金属、森林製品、プラスティックなどに関連す
るおよそ 1500 の産業企業が集積してきた。現在は大半が中小企業であり、企業活動と生
活圏が密着し、地域社会に根差した密な企業間のネットワークが形成されている。もう一
つはストックホルム郊外にあるシースタ（Kista）の IT系企業が形成しているクラスター
である。こちらは 1980 年代に人工的に形成され、情報通信企業のエリクソンを中心とす
る大手の IT 系企業と、それらに関連するビジネスを行う多数の中小企業から構成されて
いる。王立技術研究所や大学も存在し、スウェーデンの「シリコンバレー」ともよばれて
いる。 
